
 

静岡市事業所内保育施設運営費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、市内の認可外保育施設のうち、事業所内保育施設で地域のこどもを受け入

れるための施設運営を支援することにより、保育の受け皿及びこどもの預け先の選択肢の拡

充並びに仕事と子育ての両立ができる環境の整備を図るため、事業所内保育施設を運営する

者に対して、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡

市補助金等交付規則（平成15年静岡市規則第44号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定

めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）認可外保育施設 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第６条の３

第９項から第12項までに規定する業務又は法第39条第１項に規定する業務を目的とする施

設であって、法第34条の15第２項若しくは第35条第４項又は就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第17条第１項の認可を

受けていない施設又は事業をいう。  

（２）事業所内保育施設 法第６条の３第12項に規定する保育事業を行う施設をいう。ただし、

法第34条の15第２項による認可を受けて実施する法第６条の３第12項に規定する事業所内

保育事業及び子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第59条の２第１項の規定によ

る助成を受けている者（企業主導型保育事業を実施している保育施設）を除く。 

（３）地域枠 法第６条の３第12項第１号イ、ロ又はハに規定するその他の乳児又は幼児及び

満３歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者が利用する定員枠をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれか

に該当する者であって、市長が必要があると認めるものとする。 

（１）静岡市内の事業所内保育施設の設置者 

（２）静岡市内で事業所内保育施設を開設予定の事業者 

（補助要件） 

第４条 補助対象者は、次の各号の全てに該当する場合において、当該補助金の交付の申請を

することができる。 

（１）次のア又はイのいずれかの要件に該当するものであること。 

ア 第３条第１号に掲げる補助対象者は、認可外保育施設指導監督基準（令和６年３月29日



こ成保第206号こども家庭庁成育局長通知。以下「指導監督基準」という。）に適合してい

ること。 

イ 第３条第２号に掲げる補助対象者は、保育施設の運営を開始する時点で、指導監督基準

に適合する見込みがあること。 

（２）地域枠を５人以上設定すること。 

（３）原則として１日当たりおおむね８時間以上保育を実施すること。 

 （補助事業） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、地域枠を利用する乳

児又は幼児に対し、適切な保育を行う事業で、市長が必要があると認めるものとする。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、保育施設に当該年度の各月の初日に在籍した地域枠を利用している乳

児又は幼児の年間延べ人数に、当該年度の４月１日を基準日とする年齢区分毎に別表で定め

る補助基準額を乗じて得た額の合計額とする。ただし、指導監督基準を満たす旨の証明書の

交付が取り消された場合は、交付を取り消された日の属する月までを対象とする。また、各

月の乳児又は幼児数は当該施設の地域枠定員数を上限とする。 

 （交付の申請） 

第７条 補助金の交付の申請をしようとする者は、事業所内保育施設運営費補助金交付申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、別に定める日までに市長に提出しなければな

らない。 

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）収支予算書（様式第３号） 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

 （交付の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、法令、予算等に照らしてその内容を

審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、補助金の交付を決定したときは、

事業所内保育施設運営費補助金交付決定通知書（様式第４号）により、当該申請者に通知す

るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、申請者が規則第５条の２各号のいずれかに該当する場

合は、補助金の交付の決定をしない。 

 （交付の条件） 

第９条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、規則第６



条第１号から第３号までに定めるもののほか、次に掲げる条件を付すものとする。 

（１）この補助事業の対象となる地域枠の乳児又は幼児が卒園又は保護者の都合により転園す

るまでは、在籍できるように受入れを継続すること。 

（２）補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿

及び書類を補助金の交付を受けた年度の終了後５年間保管しなければならないこと。 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項を遵守すること。 

 （変更、中止又は廃止の承認申請） 

第10条 第８条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助事業を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ事業所内保

育施設運営費補助金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第５号）に次に掲げる書類を添付

の上市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）変更事業計画書（様式第２号） 

（２）変更収支予算書（様式第３号） 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

 （変更、中止又は廃止の承認） 

第11条 市長は、前条の規定により承認の申請があったときは、その内容を審査し、承認すべ

きと認めたときは、事業所内保育施設運営費補助金変更（中止・廃止）承認通知書（様式第

６号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第12条 補助事業者は、当該補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を得た場合を含

む。）、又は補助金の交付の決定に係る会計年度が終了したときは、速やかに事業所内保育施

設運営費補助金事業実績報告書（様式第７号）（以下、「実績報告書」という。）に次に掲げる

書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１）事業実績書（様式第２号） 

（２）収支決算書（様式第３号） 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が指定する書類 

 （補助金の額の確定） 

第13条 市長は、前条の規定による実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、必要が

あると認めるときは、現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助事業の決定

の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを調査し、適合すると認めるときは交付す

べき補助金の額を確定し、事業所内保育施設運営費補助金交付確定通知書（様式第８号）に



より当該補助事業者に通知するものとする。 

 （請求） 

第14条 前条の規定による通知を受けた者は、速やかに請求書（様式第９号）を市長に提出し

なければならない。 

（概算払） 

第15条 前条の規定にかかわらず、市長は、補助事業の目的を達成するため特に必要があると

認めるときは、補助金を概算払することができる。 

２ 補助事業者が前項の規定により概算払を請求するときは、事業所内保育施設運営費補助金

概算払請求書（様式第10号）を市長に提出するものとする。 

３ 概算払により交付した補助金の額と第13条の規定により通知した額とに過不足を生じたと

きは、速やかにこれを精算するものとする。 

（消費税仕入控除税額に係る取扱い） 

第16条 補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規

定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額（以下「消費税仕入控

除税額」という。）がある場合の取扱いは、次のとおりとする。 

（１）補助金の交付を受けようとする者は、第７条の規定による補助金の交付の申請時におい

て、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法

（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額に補助金

の額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、

これを補助金所要額から減額して申請すること。ただし、消費税仕入控除税額等が明らか

でない場合は、この限りでない。 

（２）補助事業者は、第12条の規定による実績報告書を提出するに当たり、消費税仕入控除税

額等が明らかになった場合には、その金額（前号の規定により補助金の交付の申請時にお

いて、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金所要額から減額した場合にあっては、

その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を補助金の額から減額して報告すること。 

（３）補助事業者は、実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により

消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（前２号の規定により減額した場合

にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額等報告

書（様式第11号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に報告するとともに、市長の

返還請求を受けたときは、これを市に返還しなければならないこと。 

ア 補助事業を実施した会計年度の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 



イ アに掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（４）市長は、第８条第１項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、前２号の

規定を遵守することを条件として付すものとする。 

 （雑則） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

別表（第６条関係） 

年齢区分 補助基準額 

０歳児 １人当たり月額87,000円 

１・２歳児 １人当たり月額32,000円 

※ 児童の年齢は、当該年度の４月１日時点の満年齢とし、４月１日時点において出生してい

ない児童の年齢は、０歳とする。 



様式第１号（第７条関係） 

事業所内保育施設運営費補助金交付申請書 

年 月 日  

  （宛先）静岡市長 

申請者 

住所 
法人にあっては、その主 

たる事務所の所在地 

 

 

氏名 
法人にあっては、その名 

称及び代表者の氏名 

 

電話番号   

 

補助金の交付を受けたいので、事業所内保育施設運営費補助金交付要綱第７条の規定によ

り、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 交付申請額          円 

 ２ 内  訳 

     ０歳児       月額      円×延べ   人＝        円 

     １・２歳児     月額      円×延べ   人＝        円 

 

 ３ 添付書類 

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）収支予算書（様式第３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第７条、第10条、第12条関係） 

 

事業計画書（変更事業計画書・事業実績書） 

 

１ 施設名                     

２ 所在地                    電話              

３ 設置者氏名               

４ 届出年月日               

５ 認可外保育施設指導監督基準への適合    適合している    適合していない 

６ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付の有無   有    無 

（交付されている場合、交付年月日              ） 

７ 事業の目的                                  

８ 事業実施期間     年  月  日 ～    年  月  日 

９ 保育時間    平 日／    時  分 ～   午後  時  分／ 

土曜日／午後  時  分 ～   午後  時  分／ 

日祝日／午後  時  分 ～   午後  時  分／ 

 

10 保育料（月額） ０歳児      円 １歳児      円 ２歳児      円 

11 施設の構造等 

          構造［ 木造 鉄骨 ブロック 鉄筋 ］［ 平屋建   階建 ］ 

          敷地面積        ㎡ ［ 自己所有  借地 ］ 

          建物面積        ㎡ ［ 自己所有  借家 ］ 

          延床面積        ㎡  

 

乳児室 保育室 調理室   計 

室 

㎡ 

室 

㎡ 

室 

㎡ 

室 

㎡ 

室 

㎡ 

室 

㎡ 

 

 

 



12 職員の状況 

施設長 

保育従事者 

調理員 用務員 嘱託医 計 保育士 
その他 

看護師 

人 人 人 人 人 人 人 

 

13 入所児童数（各月初日現在）                          単位：人 

年齢 

月 

各 月 の 入 所 児 童 数 

０歳 １歳 ２歳 計 

定員     

４月     

５月     

６月     

７月     

８月     

９月     

10月     

11月     

12月     

１月     

２月     

３月     

計     

 

 

 



様式第３号（第７条、第10条、第12条関係） 

 

収支予算書（変更収支予算書・収支決算書） 

収  入                               単位：円 

 科   目 予算額 説     明  

１ 保育料収入   

２ 補助金収入   

３ 寄付金収入   

４ 給 食 費   

５ 入 園 料   

６ 雑 収 入   

収 入 合 計                 

 

支  出 

 科   目 予算額 説     明  

１ 人 件 費   

   

   

２ 管 理 費   

   

   

   

   

   

３ 事 業 費   

   

   

   

   

   

支 出 合 計                 



様式第４号（第８条関係） 

第   号  

年 月 日  

          様 

静岡市長 氏   名 印  

 

事業所内保育施設運営費補助金交付決定通知書 

 

年 月 日付けで申請のあった補助金の交付については、静岡市事業所内保育施設運

営費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第８条第１項の規定により、次のとおり決定し

たので、通知します。 

 

１ 交付決定額          円 

 

２ 交付の時期 

 

３ 交付の条件 

（１）次に掲げる記載事項を変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

ア 補助事業の目的又は内容 

イ 補助事業の事業計画又は収入支出の予算 

ウ 交付を受けようとする補助金の額の算出の基礎 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は当該事業の遂行が困難となったとき

は、速やかに市長に報告して、その指示を受けること。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けるこ

と。 

（４）この補助事業の対象となる地域枠の乳児又は幼児が卒園又は保護者の都合により転園

するまでは在籍できるように受入れを継続すること。 

（５）補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳

簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。 

（６）補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規

定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額（以下「消費税仕



入控除税額」という。）がある場合は次のとおり取り扱うこと。 

   ア 要綱第12条の実績報告書（以下「実績報告書」という。）を提出するに当たり、消費

税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）

に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額に補助金の額を補助対象経費で

除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が明らかになった場合には、その

金額（補助金の交付の申請時において、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金

所要額から減額した場合にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）

を補助金の額から減額して報告すること。 

   イ 実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により消費税仕入

控除税額等が確定した場合には、その金額（補助金の交付の申請時及び実績報告書の

提出時において、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金所要額から減額した場

合にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額

等報告書（様式第11号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に報告するととも

に、市長の返還請求を受けたときは、これを市に返還しなければならないこと。 

（ア）補助事業を実施した会計年度の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

（イ）（ア）に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（７）（１）から（６）までに掲げるもののほか、静岡市補助金等交付規則（平成15年度静岡

市規則第44号）、要綱及び市長が必要があると認める事項を遵守すること。 



様式第５号（第10条関係） 

事業所内保育施設運営費補助金変更（中止・廃止）承認申請書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

 

 
住所 

法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地 

 

  

申請者 氏名 
法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 
 

 電話番号   

 

年 月 日付け   第   号により補助金の交付の決定を受けた事業の変更（中

止・廃止）について、承認を受けたいので、静岡市事業所内保育施設運営費補助金交付要綱

第10条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 変更（中止・廃止）の内容 

 

２ 変更（中止・廃止）の理由 



様式第６号（第11条関係） 

第   号  

年 月 日  

          様 

静岡市長 氏   名 印  

 

事業所内保育施設運営費事補助金変更（中止・廃止）承認通知書 

 

年 月 日付けで申請のあった補助事業の変更（中止・廃止）については、静岡市事

業所内保育施設運営費補助金交付要綱第11条の規定により、次のとおり承認したので、通知

します。 

 

承認の内容



様式第７号（第12条関係） 

事業所内保育施設運営費補助金実績報告書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

 
住所 

法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地 

 

  

報告者 氏名 
法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 
 

 電話番号   

 

年 月 日付け   第   号により補助金の交付の決定を受けた事業が完了した

ので、静岡市事業所内保育施設運営費補助金交付要綱第12条の規定により、次のとおり関係

書類を添えて報告します。 

 

１ 交付決定額          円 

 

２ 内  訳 

 （１）施設整備事業              円 

 （２）児童割 

     ０歳児       月額      円×延べ   人＝        円 

     １・２歳児     月額      円×延べ   人＝        円 

 

３ 事業完了年月日    年 月 日 

 

４ 添付書類 

（１）事業実績書（様式第２号） 

（２）収支決算書（様式第３号） 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類



様式第８号（第13条関係） 

第   号  

年 月 日  

          様 

静岡市長 氏   名 印  

 

事業所内保育施設運営費補助金交付確定通知書 

 

年 月 日付け   第   号により決定した補助金の交付について確定したので、

静岡市事業所内保育施設運営費補助金交付要綱第13条の規定により、次のとおり通知します。 

 

１ 交付決定額          円 

 

２ 交付確定額          円



様式第９号（第14条関係） 

請求書 

                                    年 月 日  

（宛先）静岡市長 

 
住所 

法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地 

 

  

請求者 氏名 
法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 
 

 電話番号   

 

年 月 日付け   第   号により交付の確定を受けた補助金について、静岡

市事業所内保育施設運営費補助金交付要綱第14条の規定により、次のとおり請求します。 

 

１ 請求額          円 

 

２ 振込口座     金融機関             銀行・信用金庫・農協 

                             支店・支所 

             口座番号           普通・当座  №． 

             

口座名義 



様式第10号（第15条関係） 

事業所内保育施設運営費補助金概算払請求書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

 

 
住所 

法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地 

 

  

請求者 氏名 
法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 
 

 電話番号   

 

年 月 日付け   第   号により交付の決定を受けた補助金の概算払を受けた

いので、静岡市事業所内保育施設運営費補助金交付要綱第15条の規定により、次のとおり関

係書類を添えて請求します。 

 

１ 事業の名称 

 

２ 交付決定額          円 

 

３ 補助金の概算払を受けようとする理由 

 

４ 振込口座     金融機関             銀行・信用金庫・農協 

                             支店・支所 

             口座番号           普通・当座  №． 

             

口座名義 

 



様式第11号（第16条関係） 

消費税仕入控除税額等報告書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

 
住所 

法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地 

 

  

報告者 氏名 
法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 
 

 電話番号   

 

    年 月 日付け   第   号により補助金の交付の決定を受けた静岡市事業所

内保育施設運営費補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したので、次のとおり報告しま

す。 

 

１ 補助金の確定額（  年  月  日付け  第  号による額の確定通知額） 

金          円 

 

２ 補助金の交付の申請時及び実績報告時に減額した消費税仕入控除税額 

                金          円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 

  金          円 

 

４ 補助金返還相当額（３の額から２の額を差し引いた額） 

                金          円 

 


